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平成２２年度庄内町事務事業評価に係る外部評価結果について（意見書） 

 

 

 今年度、庄内町にて実施された事務事業評価における内部評価の妥当性について、町民

の視点に立って検証した結果、下記のとおりまとまりましたので意見書を提出します。 

 

記 

 

１ 委員会開催状況 

平成２２年 

 

 

１月 

２月  

２月 

 

２０日 

９日 

２５日 

 

（木） 

（水） 

（金） 

第３回行政改革推進委員会 

第４回行政改革推進委員会 

第５回行政改革推進委員会 

 

２ 審議した事項 

 平成２２年度庄内町事務事業評価に係る外部評価について 

 

 

３ 委員名簿 

川村昭三、志田重一、石川茂吉、遠藤 仁、大瀧国夫、岡部一宏、齋藤紀世子 

佐々木武夫、高橋紀子、和田明子 

 

 

４ 事務局 

 長南和幸、小林裕之、永田 学 

 

 

５ 審議の結果 

 「平成２２年度庄内町事務事業評価に係る外部評価」の結果については、別紙のとおり

です。 



１ 審議の対象とした事務事業 

  本委員会は、町が平成２２年度に内部評価を行った全２２９事務事業のうち、下記の

２つの基準により１５事業を外部評価対象事業（以下「対象事業」という。）として抽出

し、その内部評価結果における妥当性について審議しました。 

【基準】 

 １）担当課による民間活用の可能性にかかる評価において、担当者及び担当課長等がと

もに「民営化」または「民間委託」が可能と評価された事務事業 

 ２）担当課による効率性にかかる評価において、担当者及び担当課長等がともに「民間

委託によるコスト削減が可能」と評価された事務事業 

２ 審議にあたっての視点 

  本委員会の審議は、町が行った内部評価結果の妥当性について、以下の点に留意して

審議しました。 

１）事業の「現状認識」「対象」「手段」「成果」について客観的に検証されているか。 

 ２）町として事業を実施する必要性が認められるか。 

 ３）事業を更に効率的かつ効果的に実施する余地はないか。 

３ 審議の結果 

 １）対象事業に係る内部評価に対する審議結果（対象１５事業） 

内部評価の妥当性 対象事業 事業数 

妥当であると判断された

事業 

214 町営バス運行事業、404 在宅老人対策事業、

424 火葬場管理運営事業、426 介護保険事業（介

護予防事業）、433 子育て支援ネットワーク事業、

801 カート管理事業、811 観光施設管理事業、816

山村振興事業（南部山村広場）、904 育英事業、

1017 各種スポーツ大会開催事業、1018 各種スポ

ーツ教室開催事業、1020 体育団体育成事業、1021

体育施設維持管理事業 

１３ 

見直しが必要と判断され

た事業 

方向性を見直

し、拡充して継

続すべきである 

415空き店舗等活用子育て支援

センター運営事業 

２ 
方向性は妥当で

あるが、内容に

ついて再度見直

すべきである 

803 北月山荘等管理事業 

 

 ２）対象事業に対する付帯意見 

   対象事業に対する本委員会の意見は別紙２「平成２２年度外部評価結果一覧」のと

おりです。 

 

別 紙 



 

 ３）その他の意見 

   対象事業の審議を進めていく中で、全体的な視点から、次のような意見がありまし

た。 

  ア）指定管理者制度及び外部委託の実施について 

・指定管理者制度を含めた外部委託（以下、「指定管理者制度等」という。）につい

ては、各事務事業の状況を考慮するとともに、メリット・デメリットを整理した

結果、効果的と判断されたものについて実施すること。 

・指定管理者制度等による経費削減効果については、直営とのコスト比較のうえ、

具体的な数値で表すべきである。 

・指定管理者制度等実施後の職員配置及び業務内容の精査を図り、より効率的な行

政運営に努めるとともに、監査体制の強化を図ること。 

  イ）委員会の運営について 

・次年度以降についても、事業担当課職員の出席による審議を継続すること。 

 



【別紙】 平成22年度外部評価結果一覧

希望

214 町営バス等運行事業 情 交通弱者の足の確保を図り、住民福祉の向上に資する。
様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

現状継続
手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

指定管理者制度を含めた事業全体のアウトソーシングによる
コスト削減は望めない事業と考えられるため、今後は運行に
係る契約手法の見直しによる効率化及び停留所の見直しな
ど、より町民が利用しやすい運行に努めること。

⇒ 妥当である
内部評価結果のとおり、より高齢者が利用しやすくなるよう改
善を図るとともに、運行に関する効率化に努めること。

404 在宅老人対策事業 保
虚弱な高齢者や要介護状態となった高齢者に対し、在宅生活の支援
サービスを実施することにより、高齢者が自立した生活を送ることがで
き安心して暮らせる町、より元気になる町を目指す。

様式
Ⅱ

民間委託 民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

該当者の個人情報取扱いについては課題があるものの、業
務委託の観点から事業内容の精査・区分けを図り、委託可能
となる事務については委託を進めていくべきである。

⇒ 妥当である
今後、充実した支援の構築を図るためにも、対応について早
急に検討すべきである。また、実施に当たっては、民間との連
携を図り推進すること。

415
空き店舗等活用子育て支援センター運営
事業

保
在宅で子育てしている家庭の保護者の方々が子育てが楽しくなるよ
う、門戸を開放し気軽に出入りできる場所として利用し交流・情報収
集・相談のできる快適空間としての場の設定に努める。

様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

現状継続 現状継続 - ⇒ 現状継続

借地借建物を前提とした施設整備及び適切な委託先が見つ
からないといった現状から、現状継続としながらも、センターの
事業内容や他施設との並存の可能性等、施設のあり方につ
いては見直し検討が必要である。

⇒
方向性を見直し、
拡充して継続すべ

きである

定住人口の増加につなげていくためにも、民間活力の導入及
び学童保育との統合など地域に配慮した施設運営を図りなが
ら、子育てを重要施策とした取組みを拡充すべきである。

424 火葬場管理運営事業 保
適正な火葬、遺族に対する適切な対応が達成される火葬場の維持管
理、運営を行う。

様式
Ⅱ

民間委託 民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

指定管理者制度の導入については、今後見直しが図られる
「指定管理者制度導入に係るガイドライン」の見直しと併せ、
費用対効果を明確にするためにも、コスト計算を図りながら検
討してくべきである。

⇒ 妥当である
指定管理者制度の導入については、個人情報の取扱い等の
課題も踏まえ、早急に検討のうえ、判断すべきである。

426 介護保険事業（介護予防事業） 保

特定高齢者施策：体の機能が少し弱くなっていて、近い将来介護サー
ビスを利用する可能性がある高齢者に対して、その方の弱っている機
能を回復するような事業を提供して、要支援・要介護状態にならないよ
うにする。一般高齢者施策：高齢者を対象に「介護予防」というものを
広く知っていただき、できるだけ自立して元気で過ごして頂くための取り
組みが盛んになるような地域社会をつくっていく。

様式
Ⅱ

民間委託 民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

拡充して継続 拡充して継続 - ⇒ 拡充して継続
担当課の第一次評価同様、当該事業は拡充して継続が望ま
しい。

⇒ 妥当である
事業の必要性を考慮し確認のうえ、充実した制度の確立を目
指し継続すべきである。

433 子育て支援ネットワーク事業　【新規】 保
地域をあげ、子育てを応援していく仕組みをつくり、さまざまな場面で
子育て支援に協力している人たちの層の拡充を図る。

様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

現状継続 現状継続 - ⇒ 現状継続

現状では、ネットワーク構築が主な目的ではあるが、今後は、
将来的な組織の自主的な独立を見据えた育成を図っていくべ
きである。なお、できるだけ早期に自立できるように5年間に限
定したサンセット方式による事業として実施することが望まし
い。

⇒ 妥当である
内部評価結果のとおり、事業期間を設定しながら、早期の自
立を見据えた育成策を推進していくべきである。

801 カート管理事業 商 娯楽施設の提供、施設及び庄内町の認知度向上
様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続
平成23年度の指定管理者制度導入に向け、引き続き条例整
備など準備作業を進めていくべきである。

⇒ 妥当である
指定管理者制度導入後についても、経営状況等に対する指
導等、引き続き適切な管理に努めること。

803 北月山荘等管理事業 商
立谷沢川流域振興における拠点施設として、地域住民や関係機関団
体との連携と協働、立地条件や地域資源を活かして利用拡大を図り、
観光交流の波及効果創出による地域振興を目指す。

様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

指定管理者制度導入による施設運営の充実を図るためにも、
ガイドラインに従い、早急に進めるべきである。ただし、指定管
理者の受け皿となるものに対するサポート支援について充実
させていく必要がある。

⇒

方向性は妥当で
あるが、内容につ
いて再度見直すべ

きである

本事業については、ようやく盛り上がりを見せてきている状況
にあるため、今後も、町が運営を行いながら、更なる施設管理
及び誘客対策の充実を図ること。また、同時に地域のリー
ダー的人材の育成にも努めること。

811 観光施設管理事業 商
利用者がいつでも安全・快適に利用できる状態を目指し利用者の増大
を図る。また、案内板等の整備により認知度を上げ、誰でも気軽に行
けるわかりやすい観光地の案内を目指す。

様式
Ⅰ

民間委託 民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

今後予定されている指定管理者制度導入に関するガイドライ
ンの見直しと併せ、町民ボランティアの活用も含めた管理運営
体制の検討を図るべきである。

⇒ 妥当である
内部評価結果のとおり、指定管理者制度の導入及びボラン
ティアの活用について検討するなど、観光振興のためにも、十
分に力を入れながら実施していくべきである。

816 山村振興事業（南部山村広場） 商
北月山自然景観交流施設や淡水魚養殖施設、各種事業と連携して利
用拡大を図り、立谷沢川流域振興に資する波及効果を創出できる施
設を目指す。

様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

当該施設については、北月山荘と一体的な管理運営を図り、
周辺施設の魅力向上に努めるべきである。また、将来的に
は、大中島自然ふれあい館森森の一体管理も視野に入れる
べきである。

⇒ 妥当である
当該施設は、素晴らしい地域資源であることから、案内標識
設置等によるPR及びラベンダー畑の整備などを図り、人を呼
ぶ仕組みづくりのため、なお一層の充実を図ること。

904 育英事業 教
向学の意欲がある学生、生徒に経済的側面から支援し、人材の育成
に寄与する

様式
Ⅱ

民間委託 民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

事務の一部委託化を図ることにより、事務軽減等のメリットが
生ずることからして、現状の課題整理を図りながら、委託化を
進めていくべきである。

⇒ 妥当である
事務の一部委託化にかかるメリットについて早急に検証し、判
断すべきである。

1017 各種スポーツ大会開催事業 社

スポーツ活動参加のきっかけづくりとスポーツ活動を通して健康づく
り、体力づくりさらには生きがいづくりにつなげ仲間との交流を深め、活
力ある人づくり町づくりを推進し、自主的、自発的に大会を主管開催で
きる組織の育成を図ること。

様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

担当課の第一次評価同様、手法を見直しして継続が望まし
い。また、総合型地域スポーツクラブ設立後の将来的な指定
管理者制度導入を見据えた検討を進めていくこと。

⇒ 妥当である

総合型地域スポーツクラブ発足後においても、当分の間は町
が直接実施すべきである。また、総合型地域スポーツクラブに
ついては、住民に対する周知の徹底を図るとともに、利用者に
対する十分な配慮に努めること。

1018 各種スポーツ教室開催事業 社
幼児から高齢者までそれぞれのライフステージに応じた教室の充実に
よりスポーツの日常化と生涯スポーツの推進を図る。

様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

担当課の第一次評価同様、手法を見直しして継続が望まし
い。また、総合型地域スポーツクラブ設立後の将来的な指定
管理者制度導入を見据えた検討を進めていくこと。

⇒ 妥当である

総合型地域スポーツクラブ発足後においても、当分の間は町
が直接実施すべきである。また、総合型地域スポーツクラブに
ついては、住民に対する周知の徹底を図るとともに、利用者に
対する十分な配慮に努めること。

1020 体育団体育成事業 社

スポーツの普及、振興を図り、町民の融和と健康増進並びに青少年の
健全な育成を図ることを目的とし、自主的、自発的に活動する体育協
会及びスポーツ少年団等の育成を図る。また、平成23年2月の総合型
地域スポーツクラブの設立を目指す。

様式
Ⅱ

民営化
民間委託

民営化
民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

手法を見直
しして継続

手法を見直
しして継続

- ⇒
手法を見直しして

継続

担当課の第一次評価同様、手法を見直しして継続が望まし
い。また、総合型地域スポーツクラブ設立後の将来的な指定
管理者制度導入を見据えた検討を進めていくこと。

⇒ 妥当である

総合型地域スポーツクラブ発足後においても、当分の間は町
が直接実施すべきである。また、総合型地域スポーツクラブに
ついては、住民に対する周知の徹底を図るとともに、利用者に
対する十分な配慮に努めること。

1021 体育施設維持管理事業 社
体育施設を快適に利用できるよう維持管理を行うことにより町民の健
康、体力づくりを図る。

様式
Ⅰ

民間委託 民間委託

民間委託
によりコスト
削減が可
能

民間委託
によりコスト
削減が可
能

拡充して継続 拡充して継続 - ⇒ 現状継続
当該事業については現状継続としながらも、各社会体育施設
における役割の再確認及び事業内容の点検を図るとともに、
整理可能な施設については統廃合する方向で進めること。

⇒ 妥当である
施設の利用に対する問題発生を未然に防ぐためにも、今後は
優先順位を決めたうえで修繕及び改修を進めていくこと。

H22№ 事務事業評価対象事業名 所管 事業の目的 様式 民間活用の可能性 効率性（コスト） 今後の方向性 【第二次評価】庄内町行政評価専門部会議 【外部評価】庄内町行政改革推進委員会

※網掛け部分が評価対象基準に合致した項目です
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